外国人観光客誘客促進事業助成金交付要綱

（趣旨）
第１条　この要綱は、大館市を訪れる外国人旅行客の市内宿泊施設の利用を促し、観光需要の掘り起こしを図ることを目的として、日本国外を発着地とし、本市に宿泊する旅行商品の企画・販売等を行う事業者に助成金を交付することに関し、大館市補助金等の適正に関する規則（昭和62年規則第8号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（対象とする旅行）
第２条　日本国外を発着地とし、市内に宿泊する旅行で外国人旅行者が２人以上参加するものとする。ただし、市が主催するもの及び市から他の補助金等の交付を受けているものは除く。

（対象とする事業者）
[bookmark: _GoBack]第３条　助成の対象となる事業者は、次に掲げる者とし、前条に規定する旅行を企画し、実施した旅行事業者とする。
（１）日本国内外の旅行事業者にあっては、現地関係法令等に定める登録を受けた事業者
（２）その他、市長が特に必要と認める事業者

（助成金の額）
第４条　助成金の額は、市内の宿泊施設に宿泊する外国人旅行客１人につき１泊当たり３，０００円以内とし、予算で定める範囲内の額とする。

（申請書の提出）
第５条　助成金の交付を受けようとする事業者は、あらかじめ助成金交付申請書(様式第1号)に旅行の行程が記載されている書類（任意様式）を添えて、市長に提出しなければならない。

（助成の決定及び対象事業の承認）
第６条　市長は、前条の規定による申請があったときは、必要に応じて当該申請した事業者及び当該申請に係る宿泊施設へのヒアリングを行った上で承認又は不承認を決定し、助成金交付承認・不承認通知書（様式第２号）により当該申請した事業者に通知するものとする。

（申請内容の変更等）
第７条　前条の規定により承認の通知を受けた事業者（以下「助成事業者」という。）は、申請した旅行の内容について変更し、又は旅行を中止しようとするときは、助成金交付承認変更（取下げ）届出書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項の規定による届出があったときは、その内容を審査し、助成金交付承認変更（取消）通知書（様式第４号）により当該届出をした助成事業者に通知するものとする。

（実績報告）
第８条　助成事業者は、旅行が完了したときは、旅行が完了した日から１か月を経過する日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに助成金交付実績報告書（様式第５号）に宿泊実績が分かる書類を添えて、市長に報告しなければならない。

（実績の確認及び金額の確定等）
第９条　市長は、前条の報告があったときは、当該報告書に記載された内容を審査した上で、助成額を確定し、助成金交付確定通知書（様式第６号）により当該報告した助成事業者に通知するものとする。

（助成金の支払）
第１０条　助成事業者は、前条の通知を受けたときは、助成金交付請求書（様式第７号）を市長に提出するものとする。
２　市長は、前項の請求書を受理したときは、速やかに当該助成金を支払うものとする。

（事業の経理等）
第１１条　助成事業者は、本事業に係る経理を明確にするとともに、関係書類を善良な管理のもと事業の実施後５年間保存しなければならない。

（取消し及び返還）
第１２条　市長は、助成事業者がこの要綱に違反したとき又は次の各号のいずれかに該当するときは、当該助成の承認を取り消し、既に支出した金額の全部又は一部を返還させることができる。
（１）助成金を他の目的に使用したとき。
（２）提出書類の記載事項に虚偽があるとき。
（３）事業実施方法が不適当であるとき。

２　市長は、前項の規定により助成の承認を取り消したときは、助成金交付承認取消通知書（様式第８号）により当該助成事業者に通知するものとする。

（その他）
第１３条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附則 
この要綱は、平成３１年１月１日から施行する。

